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研究成果の概要（和文）：スウェーデンでは、すべての若者への後期中等教育の保障を目指して、共通の教育内
容を充実させながら多用な専門教育を高校で行っていた。昨今、産業界との連携の下での実践的な専門教育が強
調されているが、その土台として、昨今国際的に強調されている汎用的な能力の育成が全教科を通して重視され
ていた。日本においても同様に、教科内容よりも生徒の能力に注目して教育課程を考える傾向がある。具体的に
は、教育評価の充実や他教科教師との協働によって実現が目指されていた。

研究成果の概要（英文）：The Swedish government has long endeavored to realize its aim of offering 
secondary education to all its citizens. To achieve this aim, high school education in the country 
has been developed to include various themes of specialized education, as well as common subjects. 
Nowadays, more than ever before, every subject tends to focus on the development of general 
competencies as the basis of any type of practical vocational education, whose importance in 
determining success in the industrial world has recently been emphasized.
Moreover, in Japan, the latest National Curriculum attempts to focus on competencies, rather than 
subject contents. The teachers of various subjects cooperate to achieve professional development and
 work together to improve their teaching. In such a scenario, the manner of educational assessment 
must be revised such that it focuses on the students’ competencies in terms of reasoning, decision 
making, and communication. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
近年日本では、高校教育の質保証や質向上
が重要な課題の１つに掲げられ、すべての高
校生が共通に身に付けるべき資質・能力の明
確化や評価・認定方法の検討が進められてい
る。同時に高校段階では、専門教育の多様性
が拡大し、その重要性が強調されている。教
育の質向上のためには、評価のみならず教育
課程のあり方に注目し、共通教育と専門教育
との関連を検討する必要がある。 
高校における共通教育と専門教育との関
連については、スウェーデンの高校教育改革
から貴重な手がかりを得ることができる。ス
ウェーデンでは、すべての若者を対象に普通
教育を行うことを目指して 1960 年代から高
校教育改革が行われてきており、高校ではす
べての生徒に共通する教育と同時に、各産業
分野につながる専門教育を行うことが重視
されてきた。このことから、普通教育と専門
教育との関連について様々な議論や取り組
みが行われてきたのである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、高校教育の質向上を実現する教
育課程のあり方を探究するために、普通教育
と専門教育という高校の二重の目的に着目
し、これらの捉え方および関連づけ方につい
て、理念や構想に加えて、その実際の運営や
成果と課題を検討することを目的とする。と
くに、同様の課題が長らく議論されてきたス
ウェーデンの高校改革に焦点をあて、普通教
育と専門教育がどう捉えられ、どのように
関連づけられてきたかを明らかにし、日本
との比較を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）1960 年代から現代に至るスウェーデン
の高校教育課程改革に関連する議論を、普通
教育と専門教育の関連付けという視点から
検討する。この検討は、主に改革に関わる答
申や通達、論文、報告書等、文献資料を通し
て行う。その際、1971 年、1994 年、2011 年
に行われた３回の大きな改革前後での制度
上の変化、背景にある考え方、結果や批判を
整理し、高校教育課程改革に関する議論を、
普通教育と専門教育の関連に着目して検討
しなおす。その上で、とくに最近行われた
2011 年の改革に至る背景、改革実施後から現
在までの状況、および改革の評価について検
討する。 
 
（２）スウェーデンの高校における教育課程
実施の実態を、フィールドワークやインタビ
ューによって調査する。高校にある学科の多
様性を踏まえて、大学準備系学科、職業系学
科および高校準備課程のそれぞれを対象と
して、実際の教育課程の実施状況や、普通教
育と専門教育を関連づける取組みについて
具体的に明らかにする。 
 

（３）日本の高校教育課程を、スウェーデン
との比較において検討する。昨今の教育課程
改革やそれに至る議論を踏まえた上で、多様
な高校における教育実践の検討を行い、普通
教育と専門教育を関連づけるための取り組
みについて具体的に明らかにする。 
 
４．研究成果 
（１）スウェーデンでは、すべての若者への
後期中等教育の保障を目指して、共通の教育
内容を充実させながら、同時に多用な専門教
育を高校で行っていた。履修単位や成績評定
に関して教育課程の枠組みを標準化するこ
とで、内容的には多様な専門教育を教育課程
上は等価値なものとして扱うことを可能に
していた。さらに、それを高校教育内部の仕
組みではなく、成人教育とも共通の単位や評
定にすることで、生涯学習社会における高校
教育の役割や位置づけを明確にしていた。 
1960 年代から 1990 年代にかけては、すべ
ての生徒に対する共通必修科目が次第に増
加していた。ただし、共通必修科目は各専門
分野の文脈で重要な概念を用いる等、専門分
野と関連させて教えることが目指され、各専
門分野に対応した数学教科書等の教材開発
も行われていた。それでもなお、共通必修教
科担当の教師が複数の学科を担当するため
各専門分野に詳しくないといった運営上の
条件からくる困難が指摘されていた。 
 
（２）2011 年の高校改革は、2006 年の政権
交代に大きな影響を受けて実施されたもの
だった。政権交代以前の社会民主党政権下で
は、共通教育を増やすという 1990 年代まで
の改革の方向性をさらに推し進めて、学科数
を減らした上で、すべての学科に共通する履
修科目を拡大するという高校教育課程改革
を 2008 年に予定していた。しかしながら、
2006 年の政権交代後すぐにこの改革は中止
され、方向性を転換し、専門教育を強調して
共通教育を縮小する改革案が出された。この
改革が実行に移されて、学科数は増加し、共
通履修科目は減少した。 
 この改革によって職業系学科の生徒は、大
学入学のために必修科目のみではなく追加
で数科目を修得しなくてはならなくなった。
これはスウェーデンの高校教育が目指して
きた平等の理念に反するものであると批判
されたが、学校現場では、職業系学科の生徒
は実際には以前から大学進学率は低く、生徒
の進路選択に大きな変化はないという声も
聞かれた。 
 
（３）2011 年のスウェーデン高校改革の焦点
は職業教育にあった。その背景には、EUでの
職業教育の強調や、とくに職業系学科におけ
る高校未修了者の増加があった。この改革に
おいて、職業系学科の中の一コースとして教
育課程の大半を職場での実習に当てる徒弟
制教育コースを置くことが認められ、産業界



との連携の下で実践的な専門教育を行うこ
とが期待された。職場での実習を拡大する教
育課程は、2000 年頃から数回の実験的試行を
経て段階的に修正されつつ拡大し、本実施に
至った。専門分野によって、職場実習を導入
しやすい学科とし難い学科とがあったが、共
通して論点の一つになったのは職場実習の
質であり、実習指導者の役割だった。教育課
程に関する規定を調整しながら本実施に至
った後も、徒弟制教育コースの運営には、実
習先の決定や実習指導者と教師との相互理
解、実習中の連絡や評価・評定等、教育の質
にかかわって調整を必要とする課題が多く
存在した。 
徒弟制教育はもちろんのこと、職業系学科
全般で強調される職場実習の質を向上させ
るために、学校教育庁（Skolverket）は職場
実習の質向上専門官（ALP-utvecklale）を置
いた。この専門官は、学校の職業教育担当教
師および職場の実習指導者の教育に関する
取り組みや、各地での職場実習の質向上の取
り組み支援を行っていた。学校教師に対する
教師教育は、学校教育庁が詳細に定めるシラ
バスに則って各大学が提供していた。一方、
実習指導者教育の中心は、上述の専門官が開
発に携わって 2014 年秋から公開しているネ
ット上でのオンラインコースであった。その
他、各学校が実習の質向上に使えるツールを
ウェブ上で公開していた。 
インタビューでは、職業教育に関わる教師
や実習指導者の価値観の違い、そして学校庁
の価値観の違いが最大の課題であること、た
だし専門官の働きかけを受けて、様々な高校
で職場実習の質に関する議論が行われるよ
うになっており、それが重要な成果として認
識されていた。 
 
（４）各分野の専門教育の土台として、昨今
国際的に強調されている汎用的な能力の育
成が、全教科を通して重視されていた。EU で
は 2006 年に、生涯学習社会を生きるために
すべての人にとって必要な８つのコンピテ
ンシーが提示されていた。それは、母語や外
国語でのコミュニケーション、理数のコンピ
テンス、社会的・市民的コンピテンス、デジ
タル・コンピテンス、起業家精神、文化の認
識、そして学ぶことの学習である。これらは
強要されるものではないが、各国の学校への
導入状況の比較やグッドプラクティスの交
流が行われ、各国の学校教育に影響を与えて
いた。スウェーデンにおいても、デジタル・
コンピテンスや起業家精神など、教科横断的
な重要事項として近年の学習指導要領に加
筆されていた。 
これらのコンピテンスは直接的に評価・評
定されるものではないが、実習においても重
要な育成項目として捉えられ、実際の学習活
動の中で考慮されていた。職業系学科でも大
学準備系学科でも、卒業後の当該分野での仕
事や研究や社会生活が意識され、そこで現実

的に必要になる能力、例えば複数人で協働し
て一つの課題に取り組むことやゴールを見
据えて計画的に進めることなどが、専門的な
知識やスキルとともに重視されていた。 
 
（５）共通教科と専門教科との関連付けにお
いて、現実的に問題となるのは教員間の関係
性であった。スウェーデンの高校教師達から
は、共通教科担当教師の多くがもつ学校的な
文化と、専門教科担当教師の多くがもつ各職
業分野の文化が異なることがしばしば語ら
れた。その差異を超えて、相互理解や協働を
行う必要があった。 
共通教科担当教師と専門教科担当教師の
連携の度合いや方法は学校によって大きく
異なっていた。連携の例として、職業教育を
行う上で不可欠な学習を共通教科担当教師
が支援したり、学習や学校生活に困難がある
生徒について共同で話し合って生徒理解を
深めたりする取り組み等が見られた。さらに
は、多様な学科の施設や教職員を共有するこ
とで、教育資源を生かして幅広い教育ととも
に専門的な教育を行う学校もあった。異なる
学科の生徒が出会うことで、生徒は自分の専
門分野の特色をより強く認識しながら学習
するようでもあった。 
  
（６）スウェーデンでは以前から、移民・難
民の子弟に対する学習権保障として、スウェ
ーデン語教育、母語教育、母語での学習サポ
ートを行ってきていた。これに加えて、近年
一人で移住してくる高校生の年代の男子生
徒が急増し、語学や社会科等の一般的教科と、
卒業後の職業につながる職業専門教育との
両者について対応が求められた。 
調査した地方自治体では、建設と塗装分野
の職業教育のみ実施する教育訓練機関を新
しく設置し、職業能力の育成が行われていた。
生徒は高校の教育課程に準じて800単位を取
得し、業界職能団体が定める職業資格取得に
必要な訓練期間の一部にあてる。生徒によっ
て延長や短縮はあるが、原則１年間の教育で
ある。２人の職業教育担当教師がこの職業専
門教育機関を担当し、生徒約 20 人が学習し
ていた。引きこもりやニート対策にもなって
おり、約半数の生徒は 20 歳以上であった。
スウェーデンでは高校教育は 20 歳未満を対
象としているため、20 歳以上の生徒にはこの
教育は成人教育として提供されていた。生徒
の年齢に応じて同じ教育課程が高校教育と
されたり成人教育とされたりする点は柔軟
な特徴と言える。 
生徒の中には、中学校までに学ぶような簡
単な数学や計算にも困難がある者が少なく
ないが、これらは職業に必要であるため、必
要に応じて座学を行うという。教育課程の最
後には 10 週間の実習があり、これまでに半
数以上の生徒が、実習を行った職場に就職し
ている。           
教育改革においては統合が主張されがち



であるが、学校の文化に馴染めない生徒や別
の場所で学ぶ方が適する生徒がいるという
考えで作られており、生徒が学校に戻ること
を目的にはしていない。生徒の居場所になり、
生徒達が自分達で協力して学習を進められ
ることを重視して、施設内の空間や教育課程
や教材が工夫されていた。 
 
（７）日本においても近年、教科内容よりも
生徒の能力に注目して教育課程を考える傾
向があった。とりわけ、PISA が重視した現実
世界での知識や技能の活用能力が強調され
ていた。2016 年末に学習指導要領の改訂を求
める答申の中に記された「アクティブ・ラー
ニング」に衆目が集まり、生徒の自発的な学
習を求める教育方法が強調されるようにな
った。とくに、こうした学習が少なかった高
校における授業改善が求められた。 
学校現場では、思考力や表現力等の能力を
教育目標に据え、グループディスカッション
や現実的な探究課題の導入といった授業改
善の試みが進められていた。こうした教育目
標や学習方法の改善に続いて、それに対応し
た教育評価方法の必要性が認識されるよう
になり、多様な教科を担当する教師間の協力
のもとで実施されていた。教科を超えて授業
研究を行い、生徒の主体的な学習を促す教授
方法が試行錯誤されていた。 
専門教育と共通教育との連携の例として
は、工業高校において、異なる教科を担当す
る教師達がグループを組んで年間数回研究
授業をする例があった。この学校では、専門
教科担当教師と共通教科担当教師が相互の
授業を見学して議論することで、教科の特性
を相互に理解し、かつ、お互いの生徒理解を
深めながら教育を行っていた。教科を超えて
議論することで、生徒の学習を捉える共通の
視点が共有され、それが汎用的能力であった。
こうした活動を通して、専門教科においても
専門性を高めると同時に生徒の汎用的能力
を育成することが意識されていた。 
また、こうした汎用的能力の育成は、高校
のみならずその後の教育訓練機関である専
門学校、職業能力開発校、企業のそれぞれに
おいても重視されていた。 
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